
１．企業集団の状況
  当社および当社の関係会社（連結子会社１１社および持分法適用会社４社）は、ダンプトラック、テー

ルゲートリフター、タンクローリ、ごみ収集車などを始めとする特装車と、リサイクルプラザ・リサイク

ルセンター、ＲＤＦ（ごみ固形燃料化）施設、廃棄物ガス化溶融施設などを中心とする環境整備機器及び

施設の製造販売、ならびに自動車販売を主な事業内容とし、各事業に関するサービス業務、不動産賃貸等

の事業活動を展開しております。

  当社の企業集団の事業系統図は次のとおりであります。

事業内容 当社 連結子会社等

製造販売

販売支援 極東特装販売(株) 特装車の販売

特
装 外注加工 (株)エフ・イ・テック 特装車のアフターサービス

車 部品供給

事 部品供給 極東特装車貿易（上海）有限公司
業

極 部品供給 極東開発（昆山）機械有限公司          製造販売

部品供給 振興自動車（株） 特装車のアフターサービス

東
外注加工

開 運転委託 運転管理およびｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ

顧
製造販売

環 発
境 運転委託 極東サービスエンジニアリング北海道(株) 運転管理およびｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ

事
業 工 運転委託 極東サービスエンジニアリング(株) 運転管理およびｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ

客
運転委託 極東サービスエンジニアリング中部(株) 運転管理およびｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ

業
運転委託 極東サービスエンジニアリング西日本(株) 運転管理およびｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ

(株) 製造販売 (株)クリーンステージ 廃棄物処理

自
動 トヨタカローラ浪速(株) 自動車の販売およびｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ
車
販 事務機器のﾘｰｽ                自動車の販売

売
事 開発商事(株) 自動車のﾘｰｽ

業

不 不動産の賃貸

動 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｪｱの開発および販売

産
賃 OA機器ﾘｰｽ (株)エフ・イ・イ 損害保険契約、ｺｲﾝﾊﾟｰｷﾝｸﾞ事業

貸 損害保険契約、ビル清掃

等
事 (株)ソフテック ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｪｱの開発および販売

業

[凡例] 連結子会社

持分法適用会社

(株)極東開発東北
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＜関係会社の状況＞

資  本  金
名    称 住   所 又は出資金 主要な事業の内容

(百万円)

(連結子会社)

 トヨタカローラ浪速(株)  大阪市浪速区 90        自動車販売事業 100.0        

 (株)極東開発東北  青森県八戸市 90        特装車事業 100.0        
環境事業

 極東特装販売(株)  兵庫県西宮市 50        特装車事業 100.0        

 極東サービス  札幌市中央区 10        環境事業 100.0        
 エンジニアリング北海道(株)

 極東サービス  東京都港区 50        環境事業 100.0        
 エンジニアリング(株)

 極東サービス  愛知県小牧市 10        環境事業 100.0        
 エンジニアリング中部(株)

 極東サービス  兵庫県西宮市 10        環境事業 100.0        
 エンジニアリング西日本(株)

 (株)エフ・イ・イ  兵庫県西宮市 50        不動産賃貸等事業 100.0        

 (株)ソフテック  兵庫県西宮市 40        不動産賃貸等事業 100.0        

 (株)エフ・イ・テック  兵庫県西宮市 30        特装車事業 100.0        

 極東開発（昆山）機械有限公司  中国昆山市 1,416     特装車事業 100.0        
（USﾄﾞﾙ1,300万)

(持分法適用非連結子会社)

 開発商事(株)  大阪市浪速区 10        自動車販売事業 100.0        
(100.0)

 振興自動車（株）  北海道石狩市 70        特装車事業 82.5         

 極東特装車貿易（上海）有限公司  中国上海市 76        特装車事業 100.0        
（USﾄﾞﾙ60万)

(持分法適用関連会社)

 (株）クリーンステージ  大阪府和泉市 1,000     環境事業 40.0         

(注)

議決権の所有
(被所有)割合(％)

１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。
２．議決権の所有割合の（  ）内は、間接所有割合で内数であります。
３．トヨタカローラ浪速(株)については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める
    割合が10％を超えていますが、最近連結会計年度における事業の種類別セグメントの売上高に占める当該
    連結子会社の売上高の割合が90％超であるため、主要な損益情報等の記載を省略しています。

3





12 

ありません。技術面におきましても、車種ごとに種々の製造・販売に関するノウハウを

構築しております。 

環境事業につきましては、日本全国の各自治体向けに、ニーズに合わせた各種のごみ

処理プラントの建設、アフターサービスや運転受託等の事業を行っています。 

③特有の法的規制・取引慣行・経営方針 

特装車事業に関しては、自動車として道路交通法、道路運送車両法、車両保安基準な

ど関連法規の適用を受けます。これらの法令が制定又は改訂されることにより、法規制

に適合しない製品は使用又は保有が認められなくなることがあるため、適用期日前の駆

け込み需要や、適用後の反動による減少などが発生し、業績面で影響を受けることがあ

ります。 

環境事業につきましては、自治体向けのごみ処理プラントの建設工事が建設業法等の

規制の対象となり、国土交通大臣より建築工事業や清掃施設工事業等の許可を得て事業

を展開しています。この他、ダイオキシン規制など各種の環境規制等の制定、改訂等の

影響によりプラントの更新需要が発生することがあります。    

④重大な訴訟事件等の発生 

当連結会計年度において、業績に重大な影響を与える恐れのある訴訟事件等はありま

せん。 

⑤役員・大株主・関係会社等に関する重要事項 

記載すべき事項はありません。 

 

以  上 



連結財務諸表作成のための基本となる事項

  1. 連結の範囲に関する事項
   (1) 連結子会社  １１社 トヨタカローラ浪速(株)、(株)極東開発東北、極東特装販売(株)、(株)エフ・イ・イ

(株)ソフテック、(株)エフ・イ・テック、極東サービスエンジニアリング(株)
極東サービスエンジニアリング中部(株)、極東サービスエンジニアリング北海道(株)
極東サービスエンジニアリング西日本(株)、極東開発(昆山)機械有限公司

   (2) 非連結子会社　３社 開発商事(株)、振興自動車(株)、極東特装車貿易(上海)有限公司

   (3) 連結の範囲から除いた理由
　　　　 非連結子会社は小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)および利益剰余金(持分に見
         合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていません。

  2. 持分法の適用に関する事項
       持分法を適用した非連結子会社は開発商事(株)、振興自動車(株)、極東特装車貿易(上海)有限公司の３社であり、非連結
       関連会社は(株)クリーンステージの１社であります。

  3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
  　   連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は極東開発(昆山)機械有限公司であり、決算日は12月31日であります。
  　   なお３ヶ月間の連結会社間取引は、金額的に重要なものについてのみ補正を行なうこととしています。

  4．会計処理基準に関する事項
   (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
     ① 有価証券
      ａ 売買目的有価証券・・・・ 時価法  なお、売却原価は移動平均法により算定
      ｂ 満期保有目的の債券・・・ 償却原価法（定額法）
      ｃ その他有価証券
           時価のあるもの・・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法

なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定
           時価のないもの・・・・ 移動平均法による原価法

 　  ② たな卸資産
      ａ  商品 個別法による原価法
      ｂ  原材料・仕掛品 総平均法による原価法
 　   ｃ  貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
  　 ① 有形固定資産 建物・・・定額法

その他・・定率法
            なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として３年間均等償却

   　② 無形固定資産 定額法
            なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法、販売用ソフトウェ
            アについては、販売利用可能期間(３年)に基づく定額法

　 (3) 重要な引当金の計上基準
     ① 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しています。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定率法により翌連結会計年度から費用処理することとしています。

     ② 役員退職慰労引当金 役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給
額を計上しています。

     ③ 製品保証引当金 連結財務諸表提出会社における製品のアフターサービス費及び無償修理費の支出に備える
ため、過去の実績に基づき当期負担額を計上しています。

     ④ 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した後の債権を
基礎として、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

   (4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準　 
        外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。なお、
　　　在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に
　　　換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めています。

   (5) 重要なリ－ス取引の処理方法　 
        リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
　　　係る方法に準じた会計処理によっております。　
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   (6) 重要なヘッジ会計の方法　 
     ① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっています。
振当処理の要件を満たしている為替予約等については、全額振当処理を行っています。
特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理を行っています。

     ② ヘッジ手段とヘッジ対象
ａ．ヘッジ手段・・・・・・為替予約
    ヘッジ対象・・・・・・外貨建金銭債務
ｂ．ヘッジ手段・・・・・・金利スワップ
    ヘッジ対象・・・・・・手形割引

     ③ ヘッジ方針
外貨建の契約の締結時に先物為替予約を行うことを基本方針とし、実需の範囲内に、また金利スワップについては
手形割引残高の範囲内に限定しています。

     ④ ヘッジの有効性評価の方法
金利も含めた相場変動幅すべてをその評価対象に含めています。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性の判定を省略しています。

     ⑤ その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの
為替予約及び金利スワップ取引の管理は、連結財務諸表提出会社の財務部にて行われており、取引に当ってはその都度
「社内規程」に基づき財務部担当役員の承認を受けて実施し、また、月次報告等により内部統制を機能させ、リスク
管理を行っています。

   (7) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
      ① 収益および費用の計上基準 
　　　　連結財務諸表提出会社における売上高のうち、工期が１年を超え、かつ請負金額が２億円以上のごみ処理装置プラント
　　　  工事については、工事進行基準を採用しています。
　　　 （会計方針の変更）

当連結会計年度において、工事進行基準の適用基準を、従来の「工期が１年を超え、かつ請負金額が５億円以上」から
「工期が１年を超え、かつ請負金額が２億円以上」に変更しました。この変更は、ＲＤＦ(ごみ固形燃料化)施設・リサ
イクルプラザ等ごみ処理装置プラント工事の受注案件が、従来に比べてますます小型化し、今後もその傾向が継続する
と見込まれることから、期間損益の適正化をはかるものであります。
この変更により、従来と同様の方法によった場合と比べ、売上高が147百万円、売上原価が163百万円それぞれ増加し、
売上総利益及び税金等調整前当期純利益が16百万円減少しています。

      ② 消費税等の会計処理　 
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

  5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
       連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっています。

  6. 連結調整勘定の償却に関する事項
       連結調整勘定は、５年間で均等償却しています。
       但し、連結調整勘定が僅少な場合には、発生時に全額償却しています。

  7. 利益処分項目等の取扱いに関する事項
　　　 連結会計年度において確定した利益処分を基礎として連結決算を行う方法によっています。

  8. 連結キャッシュフロー計算書における資金の範囲
       連結キャッシュフロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易
     に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する
     短期投資からなります。

（ 追　加　情　報 ）

　　 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以後
　　 に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税における外形標
　　 準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告
　　 第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上しています。
　　 この結果、販売費及び一般管理費が74百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が74百万円減少
　　 しています。

 < 注  記  事  項 > 当連結会計年度 前連結会計年度

     (1) 有形固定資産の減価償却累計額 19,035 百万円 18,091 百万円
     (2) 投資有価証券に含まれる非連結子会社株式及び関連会社株式 467 百万円 489 百万円
     (3) 担保に供する資産 7,983 百万円 8,224 百万円
         担保付債務 7,725 百万円 7,556 百万円
     (4) 保証債務残高 5,067 百万円 1,752 百万円
     (5) 受取手形割引高 2,079 百万円 2,084 百万円
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　　リース取引関係

[単位 百万円］

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

( 平成16年4月1日 ～ 平成17年3月31日 ) ( 平成15年4月1日 ～ 平成16年3月31日 )

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 以外のファイナンス・リース取引

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

　及び期末残高相当額 　及び期末残高相当額

取    得 減価償却 期    末 取    得 減価償却 期    末

価    額 累 計 額 残    高 価    額 累 計 額 残    高

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

機械装置及び運搬具 1,875     979       895       機械装置及び運搬具 1,369     675       693       

工具器具備品 689       432       257       工具器具備品 702       403       298       

合    計 2,564     1,412     1,152     合    計 2,071     1,079     992       

　（注）取得価額相当額の算定は、 同      左

　　　　支払利子込み法によっています。

2.未経過リース料期末残高相当額 2.未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 422       １ 年 内 391       

１ 年 超 729       １ 年 超 601       

合  　計 1,152     合  　計 992       

　（注）未経過リース料期末残高相当額の算定は、 同      左

　　　　支払利子込み法によっています。

3.支払リース料等 3.支払リース料等

支払リース料 437       支払リース料 402       

減価償却費相当額 437       減価償却費相当額 402       

4.減価償却費相当額の算定方法 4.減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 同      左

　定額法によっています。
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　　セグメント情報　

 1. 事業の種類別セグメント情報

      (当連結会計年度   平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日) [単位 百万円］

自 動 車 不動産賃貸 消    去
特装車事業 環境事業 販売事業 等 事 業 計 又は全社 連    結

 Ⅰ売上高及び営業損益
  売   上   高
  (1)外部顧客に対する売上高 40,438    11,477    6,212     2,443     60,570    -         60,570    
  (2)セグメント間の内部売上高
     又  は　振　替　高 4         -         -         466       470       (470) -         

計 40,442    11,477    6,212     2,909     61,041    (470) 60,570    
  営 業 費 用 39,152    11,095    6,274     2,221     58,744    (488) 58,256    
  営業利益(又は営業損失) 1,289     381       △ 62     687       2,297     17        2,314     

 Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出

資　　　　　　　産 43,773    9,755     6,062     9,609     69,201    18,098    87,300    

減　価　償　却　費 807       43        116       332       1,299     － 1,299     

資　本　的　支　出 1,195     39        90        51        1,377     － 1,377     

      (前連結会計年度   平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日) [単位 百万円］

自 動 車 不動産賃貸 消    去
特装車事業 環境事業 販売事業 等 事 業 計 又は全社 連    結

 Ⅰ売上高及び営業損益
  売   上   高
  (1)外部顧客に対する売上高 39,058    10,246    6,086     2,036     57,428    -         57,428    
  (2)セグメント間の内部売上高
     又  は　振　替　高 0         -         -         419       419       (419) -         

計 39,058    10,246    6,086     2,456     57,848    (419) 57,428    
  営 業 費 用 37,162    9,712     6,068     1,763     54,707    (442) 54,264    
  営 業 利 益 1,896     534       17        692       3,141     22        3,163     

 Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出

資　　　　　　　産 44,850    7,386     6,051     9,693     67,982    17,584    85,566    

減　価　償　却　費 749       43        110       334       1,238     － 1,238     

資　本　的　支　出 945       26        230       1,072     2,275     － 2,275     

[注](1) 事業区分は売上集計区分によっています。
    (2) 各事業の主要な製品
    　(ｲ)特装車事業･････････ダンプトラック・テールゲートリフター・タンクローリ・ごみ収集車・コンクリートポンプ車・
　　　　　　　　　　　　　　粉粒体運搬車等の製造販売およびアフターサービス
    　(ﾛ)環境事業･･･････････リサイクルプラザ・リサイクルセンター・廃棄物ガス化溶融施設・ＲＤＦ(ごみ固形燃料化)施
　　　　　　　　　　　　　　設・最終処分場浸出水処理施設等の建設、施設の運転受託およびアフターサービス
　 　 (ﾊ)自動車販売事業･････トヨタ系自動車・輸入車(ＶＷ車)・中古車の販売およびアフターサービス、損害保険代理業
    　(ﾆ)不動産賃貸等事業･･･不動産の賃貸、コインパーク事業、損害保険代理業、コンピュータソフトウェアの開発および
　　　　　　　　　　　　　　販売
　　(3) 　当連結会計年度及び前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額はそれぞれ
   　　 18,098百万円、22,276百万円であり、その主なものは、親会社での余資運用資金 (現金及び有価証券)、長期投資
    　　資金(投資有価証券)等であります。
　　(4) 　当連結会計年度より、工事の売上計上に関する会計方針について、工事進行基準の適用基準を変更しました。この
    　　変更により、前連結会計年度と同一の基準によった場合と比べ「環境事業」について、売上高が 147百万円、営業費
    　　用が 163百万円それぞれ増加し、営業利益が16百万円減少しています。

 2. 所在地別セグメント情報
    　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が90％を超えているため、所
    在地別セグメント情報の記載を省略しました。

 3. 海外売上高
    　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため記載を省略しました。
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税　効　果　会　計

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳（単位 百万円）

（繰延税金資産:流動）
未払賞与損金不算入額 418 426
製品保証引当金繰入超過額 140 187
工事進行基準損失否認 29 147
未払事業税 31 135
その他 115 149
繰延税金資産小計 735 1,045
評価性引当金 △ 64 △ 52
繰延税金資産合計 671 993

（繰延税金資産:固定）
退職給付引当金繰入超過額 716 650
役員退職慰労引当金損金不算入額 102 123
繰延資産償却超過額 144 165
有形固定資産償却超過額 50 44
貸倒引当金繰入超過額 38 48
土地売却未実現利益 302 302
繰越欠損金 53 42
その他 46 57
繰延税金資産小計 1,454 1,434
評価性引当金 △ 125 △ 107
繰延税金資産合計 1,329 1,327

（繰延税金負債:固定）
その他有価証券評価差額金 △ 746 △ 843
圧縮積立金認定損 △ 1,323 △ 1,344
繰延税金負債合計 △ 2,069 △ 2,187
繰延税金資産純額 △ 740 △ 860

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった
    主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6 ％ 42.0 ％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 2.7 ％ 2.5 ％
受取配当等永久に益金に算入されない項目 △ 0.3 ％ △ 0.3 ％
住民税等均等割額 3.3 ％ 2.5 ％
試験研究費等税額特別控除 △ 2.1 ％ △ 2.2 ％
税効果を計上していない一時差異 2.7 ％ 1.6 ％
税効果を計上しない連結消去項目 0.3 ％ 0.3 ％
税率変更による差異 － 1.2 ％
その他 2.5 ％ △ 0.3 ％
  税効果適用後の法人税等負担率 49.7 ％ 47.3 ％

当連結会計年度 前連結会計年度
(平成16年3月31日現在)(平成17年3月31日現在)
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有  価  証  券

（当連結会計年度）

１．売買目的有価証券（平成17年3月31日現在）

連結貸借対照表計上額 101 百万円

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 -               百万円

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成17年3月31日現在）

該当事項はありません

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成17年3月31日現在）
（単位：百万円）

連結貸借対照表
取 得 原 価 計 上 額 差  額

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）

①株  式 1,490 3,431 1,941
②債  券 － － －
③その他 － － －
小    計 1,490 3,431 1,941

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）

①株  式 703 597 △ 105
②債  券 － － －
③その他 － － －
小    計 703 597 △ 105
合    計 2,193 4,029 1,836

（注）　50百万円の減損処理を行なっています。

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成16年4月1日  至平成17年3月31日）
（単位：百万円）

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

767 533 －

５．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成17年3月31日現在）
（単位：百万円）

(1) 満期保有目的の債券
     該当事項はありません

(2) その他有価証券
     Ｆ  Ｆ  Ｆ 6,301
     非上場株式（店頭売買株式を除く） 438

(3) 子会社株式及び関連会社株式 467

６．その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成17年3月31日現在）

該当事項はありません
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有  価  証  券

（前連結会計年度）

１．売買目的有価証券（平成16年3月31日現在）

連結貸借対照表計上額 101 百万円

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 -               百万円

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成16年3月31日現在）

該当事項はありません

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成16年3月31日現在）
（単位：百万円）

連結貸借対照表
取 得 原 価 計 上 額 差  額

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）

①株  式 2,117 4,235 2,118
②債  券 － － －
③その他 － － －
小    計 2,117 4,235 2,118

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）

①株  式 175 131 △ 43
②債  券 － － －
③その他 － － －
小    計 175 131 △ 43
合    計 2,292 4,367 2,075

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成15年4月1日  至平成16年3月31日）
（単位：百万円）

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

593 290 －

５．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成16年3月31日現在）
（単位：百万円）

(1) 満期保有目的の債券
     該当事項はありません

(2) その他有価証券
     Ｆ  Ｆ  Ｆ 6,701
     非上場株式（店頭売買株式を除く） 561

(3) 子会社株式及び関連会社株式 489

６．その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成16年3月31日現在）

該当事項はありません

24



退  職  給  付

１．採用している退職給付制度の概要
    連結財務諸表提出会社は、確定給付型の制度として、退職金総額の約70％（勤続20年以上の定
  年退職者は100％）について適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けています。
    連結子会社の内トヨタカローラ浪速(株)、極東サービスエンジニアリング(株)及び極東サービ
  スエンジニアリング中部(株)は、定年退職者を受給資格者とする適格退職年金制度及び退職一時
  金制度を設けています。
    (株)ソフテックは、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けています。
    その他の連結子会社は、確定拠出型の制度として、中小企業退職金制度に加入しています。

２．退職給付債務に関する事項 （単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
(平成17年3月31日現在) (平成16年3月31日現在)

イ．退職給付債務 △ 5,259  △ 5,350  
ロ．年金資産 2,852     2,846     
ハ．退職給付引当金 1,894     1,802     
ニ．前払年金費用 △ 11     △ 10     
    差引（イ＋ロ＋ハ＋ニ） △ 524    △ 712    
（差引分内訳）
ホ．未認識数理計算上の差異 △ 524    △ 712    
へ．未認識過去勤務債務 -         -         

   (ホ＋ヘ) △ 524    △ 712    

（注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。

３．退職給付費用に関する事項 （単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成16年4月 1日 自 平成15年4月 1日
至 平成17年3月31日 至 平成16年3月31日

イ．勤務費用 271       257       
ロ．利息費用 109       131       
ハ．期待運用収益 △ 62     △ 99     
ニ．数理計算上の差異の費用処理額 146       162       
ホ．過去勤務債務の費用処理額 -         -         
ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 465       452       

（注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ.勤務費用」に計上しています。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成16年4月 1日 自 平成15年4月 1日
至 平成17年3月31日 至 平成16年3月31日

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

ロ．割引率 2.0% 2.0%
ハ．期待運用収益率 2.0% 2.5%
ニ．数理計算上の差異の費用処理額 10年 10年
    （発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
      による定率法により翌連結会計年度から費用処理する
      こととしています。）

（注）上記退職給付費用以外に、割増退職金を当連結会計年度は20百万円、前連結会計年度は10百万円を

      支払っており、特別損失に計上しています。
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